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■ご　案　内
先
の
通
常
国
会
で
成
立
し
た
、
税
制

改
正
法
の
う
ち
、
中
小
企
業
に
関
係
の

深
い
も
の
の
要
点
を
お
知
ら
せ
す
る
。

■
同
族
会
社
の
留
保
金
課
税
の
見
直
し

同
族
会
社
の
留
保
金
課
税
制
度
に
つ

い
て
、
同
族
要
件
が
緩
和
さ
れ
、
留
保

控
除
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
以

後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
。

■
交
際
費
の
損
金
算
入
の
特
例
延
長

資
本
金
１
億
円
以
下
の
企
業
に
認
め

ら
れ
て
い
る
中
小
企
業
の
特
例
に
つ
い

て
、
２
年
間
延
長
さ
れ
た
。
ま
た
、
損

金
不
算
入
と
な
る
交
際
費
等
の
範
囲
か

ら
１
人
当
た
り
５
０
０
０
円
以
下
の
飲

食
費
（
役
員
又
は
従
業
員
の
間
の
飲
食

費
を
除
く
。）
は
除
外
さ
れ
た
。

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
か

ら
平
成
20
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
開

始
す
る
各
事
業
年
度
。

■
小
額
減
価
償
却
資
産
の
特
例
延
長

平
成
15
年
度
改
正
で
創
設
さ
れ
た
、

小
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損

金
算
入
特
例
（
資
本
金
１
億
円
以
下
の

中
小
企
業
が
30
万
円
未
満
の
減
価
償
却

資
産
の
取
得
等
を
し
た
場
合
、
全
額
損

金
算
入
で
き
る
。）
に
つ
い
て
、
対
象

と
な
る
損
金
算
入
額
の
上
限
を
合
計
で

３
０
０
万
円
と
し
た
上
で
、
２
年
間
延

長
さ
れ
た
。

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
か

ら
平
成
20
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
取

得
等
・
事
業
へ
の
供
用
。

■
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
拡
充
等

中
小
企
業
者
が
、
一
定
の
機
械
等
の

取
得
等
を
し
て
事
業
に
供
用
し
た
場
合

に
、
取
得
価
額
の
30
％
相
当
額
の
特
別

償
却
と
取
得
価
額
の
７
％
相
当
額
の
特

別
税
額
控
除
の
ど
ち
ら
か
が
選
択
で
き

る
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い

て
、
対
象
設
備
が
拡
充
さ
れ
た
上
で
、

２
年
間
延
長
さ
れ
た
。

【
対
象
資
産
】

盧
機
械
及
び
装
置

盪
電
子
計
算
機
及
び
デ
ジ
タ
ル
複
合
機

（
追
加
）

蘯
一
定
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
追
加
）

盻
貨
物
自
動
車
（
車
両
総
重
量
３
・
５

ト
ン
以
上
）

眈
内
航
船
舶

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
20
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
取
得
等

を
し
、
事
業
の
用
に
供
し
た
対
象
資
産
。

■
役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
見
直
し

こ
れ
ま
で
、
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ

て
い
な
か
っ
た
役
員
の
臨
時
給
与

（
ボ
ー
ナ
ス
）
に
つ
い
て
、
あ
ら
か
じ

め
時
期
と
額
を
定
め
て
お
け
ば
、
損
金

算
入
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

盧
定
期
同
額
給
与
（
支
給
時
期
が
１
月

以
下
の
一
定
の
期
間
ご
と
で
あ
り
、
か

つ
、
そ
の
各
支
給
時
期
に
お
け
る
支
給

額
が
同
額
で
あ
る
給
与
そ
の
他
こ
れ
に

準
ず
る
も
の
）
に
つ
い
て
は
、
現
行
と

同
様
に
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
る
。

盪
事
前
確
定
届
出
給
与
（
そ
の
役
員
の

職
務
に
つ
き
、
所
定
の
時
期
に
確
定
額

を
支
給
す
る
旨
の
定
め
に
基
づ
い
て
支

給
す
る
給
与
を
い
い
、
支
給
時
期
等
を

事
前
に
税
務
署
長
へ
届
け
出
た
も
の
）

に
つ
い
て
は
、
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ

る
。
こ
れ
に
よ
り
、
従
前
役
員
賞
与
と

認
定
さ
れ
た
盆
暮
れ
の
増
額
支
給
額

も
、
あ
ら
か
じ
め
税
務
署
長
に
届
け
出

て
い
れ
ば
、損
金
算
入
の
対
象
と
な
る
。

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
以
後

に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
。

■
欠
損
金
の
繰
戻
し
還
付
措
置
の
延
長

適
用
停
止
中
の
欠
損
金
の
繰
戻
し
還

付
措
置
に
つ
い
て
、
創
業
５
年
以
内
の

中
小
企
業
に
対
し
て
認
め
ら
れ
る
１
年

間
の
繰
戻
し
還
付
措
置
が
２
年
間
延
長

さ
れ
た
。

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
20
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
終
了
す

る
各
事
業
年
度
。

■
相
続
税
の
物
納
手
続
き
の
改
善

中
小
企
業
の
事
業
承
継
に
欠
か
せ
な

い
、
自
社
株
式
の
物
納
に
つ
い
て
許
可

基
準
な
ど
が
緩
和
・
明
確
化
さ
れ
た
。

盧
物
納
不
適
格
財
産
の
明
確
化

取
引
相
場
の
な
い
株
式
に
つ
い
て
、

譲
渡
制
限
株
式
な
ど
一
定
の
株
式
が
物

納
不
適
格
と
さ
れ
、
そ
れ
以
外
の
株
式

の
物
納
は
原
則
と
し
て
認
め
ら
れ
る
。

盪
物
納
手
続
き
の
迅
速
化
・
明
確
化

漓
物
納
許
可
の
審
査
期
間
（
原
則

３
ヶ
月
以
内
）
の
法
定
滷
物
納
手
続
き

に
必
要
な
書
類
の
明
確
化
と
提
出
期
限

の
法
定
澆
延
納
中
に
延
納
困
難
と
な
っ

た
場
合
に
物
納
を
認
め
る
制
度
の
創
設

潺
そ
の
他
納
税
者
利
便
の
向
上

【
適
用
時
期
】
平
成
18
年
４
月
１
日
以
後

に
相
続
ま
た
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財

産
に
係
る
相
続
税
。

★
詳
細
に
つ
い
て
は
最
寄
り
の
税
務
署
へ

平
成
18
年
度
　
中
小
企
業
関
係
の
税
制
改
正




